
参考資料②
（最終処分の実現に向けた国際連携）



地層処分事業が地域に与える社会経済的影響（諸外国での評価）最終処分の実現に向けた国際連携の強化

調査段階前 文献調査
精密調査
地下調査施設
による調査

処分地選定済概要調査
ボーリング調査等

ドイツ

ベルギー

スイス 中国 フランス
(ビュール近傍)

米国 スウェーデン
(フォルスマルク)
※安全審査中

フィンランド
(オルキルオト)
※建設開始済

カナダ

英国韓国

 高レベル放射性廃棄物の処分の実現は、原子力を利用する全
ての国の共通の課題。

 長い年月をかけて地層処分に取り組む各国政府との国際協力
を強化することが重要。このような観点から、世界の原子力主要
国政府が参加する初めての「国際ラウンドテーブル」の立ち上げ
について、本年６月のG20軽井沢大臣会合で合意。

 これまでの各国の理解活動における経験・知見を共有化するとと
もに、各国研究施設間の研究協力や人材交流の促進を通じて、
地層処分の実現に向けた各国の取組みを後押ししていく。

「最終処分国際ラウンドテーブル」共同記者会見
（2019年6月16日、G20軽井沢大臣会合）

スペイン

日本

(ユッカマウンテン）

ロシア
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 開催日：2019年10月14日（パリ）
 参加国：ベルギー、カナダ、中国、フィンランド、フランス、ドイツ、日本、韓国、オランダ、ロシア、スペイン、
スウェーデン、英国、米国、経済開発機構/原子力機関（OECD/NEA）、国際原子力機関
（IAEA）

 共同議長：資源エネルギー庁（日本）、エネルギー省（米国）
 今後の予定：２回の会合での議論を踏まえて、最終処分に関する政府間の国際連携強化に向けた
基本戦略や、各国の対話活動の知見・経験・ベストプラクティスや、各国が有する研究施設等を活用
した研究開発協力の方向性等を盛り込んだ最終報告書をとりまとめ予定。

第１回最終処分に関する政府間国際ラウンドテーブル
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第１回最終処分に関する政府間国際ラウンドテーブルでの議論（概要）

 最終処分の実現は原子力利用国共通の課題。長年の研究により最も安全な処分方法とされている地層処分の実現に向けて、
各国が透明で公正な理解活動を通じて社会的な信頼を得ながら、着実に取り組んでいくことが重要。

 原子力政策・最終処分政策・地質環境など、国によって最終処分を取り巻く状況や政策的アプローチは異なるものの、国家レベル
で大きな方針を示すこと、国家としての意思決定を行うこと、安全規制を含めて国民理解を得ていくこと、長期の研究開発を支
えることなど、地層処分実現に向けて各国政府が果たすべき役割は重要。

 これまで専門家レベルで技術面を中心とした国際連携は実施されてきたが、国家戦略レベル・政策レベルでの国際連携はこれまで
十分に実施されてこなかった中で、各国政府が参加する今回の国際ラウンドテーブルのイニシアティブを歓迎。

 様々なステークホルダーがいる中での信頼の醸成、安全性に関する地域の理解の獲得、地層処分事業の地域発展への貢献な
どの分野において、各国の知見・経験・教訓を学び合うことが重要。

 地層処分の実現に向けて、各国が直面する課題は、技術的というより、社会的・政治的なもの。一般の方々は放射性廃棄物にど
う向き合うべきかわからないと考えており、それを乗り越えていくことが必要。

 信頼獲得には、技術的な安全性を一般の人にも分かりやすい形で説明する努力を続けるとともに、 SNS上の情報が人々の認識
に影響を与え得ることも踏まえ、常に丁寧な情報発信を心がけるべき。

 地域の学校やコミュニティと協働しながら、一般の方を研究施設に案内するなどして学んでもらう取組も効果的。
 技術的な検討だけでなく、地域の関心や文化的な違いなどの社会的側面についても検討した上で、地域と向き合うことが重要。

①政府の役割と国際協力の意義

②国民理解活動

③研究開発

 各国が自国の研究施設や人材や知見や資金を効率的に活用して研究開発を進めていくことが重要であり、各国が研究分野につ
いて具体的な関心がある領域を示し、各国間で研究開発協力を強化していくべき。

 各国のプロジェクトを海外の専門家にレビューしてもらうことは、人々の信頼を高めることに役立つ。他国も同じ課題を抱えており、
他の多くの国が同じ課題に同じ手法でアプローチしている事実が、ステークホルダーの納得感を高める。

 地下研究施設や放射性物質を扱える分析設備等は、全ての国が保有しているものではないため、国際協力の余地が大きい。
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~1970 1980 1990 2000 2010 2020～

1976 1993 2002 2009

2011
政府の委員会が地
層処分を提言

文献調査地の
公募と実施

現地調査
実施

フォルスマル
クに選定

立地・建設
許可を申請

1957 2002

全米科学アカデミーが
地層処分を提案

ユッカマウンテンを唯一の
処分候補地として選定

処分場サイト
に決定

【審査中】

出典：「諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について」 経済産業省資源エネルギー庁（2019年）ほか

フィンランド

スウェーデン

米国
1987

1983

9カ所の候補
サイトを選定

許認可申請

2008 【審査中】

 各国でも、最終処分の実現に向けて、数十年以上にわたり、弛まぬ努力を続けている状況。
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1983 1985 2001

2016
政府が地層処分の方針を
決定後、処分地選定を開始 全国マップ策定

オルキルオトに
決定

地下調査施設
建設開始

処分場
建設開始

2004 2012
建設許可を申請

2015

建設許可
の発給

1995

文献調査の
申し入れ

（参考）各国の進展状況

1983 1999

2020
原子力庁が地層
処分を提案

地下研究所の
建設・操業の許可

地下研究所の
候補地域を公募

1993

処分場の設置
候補区域を提案

設置許可の申請
（見込み）

ビュール近郊の
候補区域を
政府が了承

フランス

2009

2010



~1970 1980 1990 2000 2010 2020～

1978 1998

2002
核燃料廃棄物
管理計画の策定

環境評価パネル
の報告書

原子力法・原子力令

サイト選定
開始

（参考）各国の進展状況

出典：「諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について」 経済産業省資源エネルギー庁（2019年）ほか

スイス

カナダ
2010 2012

22自治体から
関心表明

3自治体がボーリング
調査等を実施中

2019

1978

国内処分の実現可能性
実証のための調査開始

2005
処分場サイト
選定開始

2008

2011

サイト選定
第２段階

サイト選定第３段階

2018

1976 2006

2008

2013

王立の委員会が
地層処分を提案

政府が地層
処分を採用 2014

2018処分地
選定開始

サイト選定を
新たに開始

自治体が
撤退

プロセス
見直し

日本

英国

ドイツ
1979

ゴアレーベン選定

2013

「サイト選定法」
制定 2017

サイト選定開始

2011

新たなサイト選定
実施の同意

1976

地層処分研究開始

1999

「第２次とりまとめ」
公表 2000

最終処分法制定
NUMO設立

2015

最終処分に関する
基本方針の改定 2017

科学的特性マップ
公表

「核燃料廃棄
物法」制定
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